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別 紙

第４ 予算（人件費の見積りを含む 、収支計画及び資金計画。）

平成１５年度～平成１９年度予算 総 括

（単位：百万円）

区 別 金 額

収入

１８，２４８運営費交付金

１７，２８６国庫補助金

６７５，３２８国庫負担金

８８３政府補給金

１９２，１１４借入金

７７，２８８保険料収入

９９５運用収入

１，２８９貸付金利息

５，９５１農地売渡代金等収入

１１２諸収入

９８９，４９５計

支出

８３４，０２２業務経費

１，３０５うち 農業者年金事業給付費

８１７，７３９旧年金等給付費

２，０９４還付金

年金事業相談等活動費 １，０２１

１１，８６３その他の業務経費

５６，０４７借入償還金

２，５１４一般管理費

４，２３３人件費

８９６，８１６計

［人件費の見積り］

期間中総額３，６０６百万円を支出する。

但し、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手
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当に相当する範囲の費用である。

［運営費交付金の算定ルール］

１ 平成１５年度は、積み上げ方式とする。

２ 平成１６年度以降については、次の算定ルールを用いる。

運営費交付金額＝（一般管理費×α＋その他の業務経費×β）×γ

＋人件費－諸収入±δ

α：効率化係数Ａ

β：効率化係数Ｂ

γ：消費者物価指数

δ：各年度の業務の状況に応じて増減する経費

人件費＝基本給等＋退職手当＋児童手当拠出金＋健康保険料負担金

＋厚生年金保険料負担金＋共済組合負担金＋労働保険料負担金

基本給等＝前年度の（基本給＋諸手当＋超過勤務手当）×（１＋給与改

定率）

（注）１ 運営費交付金額には、中期期間中の常勤職員数の効率化減員分を反

映させる。

２ 消費者物価指数及び給与改定率については、運営状況等を勘案した

伸び率とする。ただし、運営状況等によっては、措置を行わないこと

も排除されない。

３ 平成１６年度のその他の業務経費、一般管理費及び人件費は、平成

１５年度予算（９月～３月）を平年度化した後、独立行政法人設立関

係経費を除外した経費とする。

［注記］前提条件

１ 期間中の効率化係数Ａを対前年度比９６．００％と推定。

２ 期間中の効率化係数Ｂを対前年度比９８．７８％と推定。

３ 給与改定率及び消費者物価指数の伸率については、ともに０％と推定。

［借入金］

借入金は、独立行政法人農業者年金基金法附則第１７条第１項及び第２項

により、旧給付に要する費用に係る国庫負担の平準化を図るため、農林水産

大臣の要請に基づき行うものであり、独立行政法人農業者年金基金法附則第

１７条第４項により、借入金に係る債務の償還及び当該債務に係る利子の支

払いに要する費用は、国庫が負担することとなっている。

なお、農業者年金基金より承継された借入金についても、独立行政法人農

業者年金基金法附則第５条により国庫が負担することとなっている。
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平成１５年度～平成１９年度予算 特例付加年金勘定

（単位：百万円）

区 別 金 額

収入

２，５３２運営費交付金

１７，２８６国庫補助金

１６０運用収入

１６特例付加年金被保険者経理より受入

４諸収入

１９，９９８計

支出

１，５９５業務経費

０うち 農業者年金事業給付費

特例付加年金受給権者経理へ １６

繰入

１，５７９その他の業務経費

１９７一般管理費

７５９人件費

２，５５２計

［人件費の見積り］

期間中総額６３３百万円を支出する。

但し、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手

当に相当する範囲の費用である。

［運営費交付金の算定ルール］

１ 平成１５年度は、積み上げ方式とする。

２ 平成１６年度以降については、次の算定ルールを用いる。

運営費交付金額＝（一般管理費×α＋その他の業務経費×β）×γ

＋人件費－諸収入±δ

α：効率化係数Ａ
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β：効率化係数Ｂ

γ：消費者物価指数

δ：各年度の業務の状況に応じて増減する経費

人件費＝基本給等＋退職手当＋児童手当拠出金＋健康保険料負担金

＋厚生年金保険料負担金＋共済組合負担金＋労働保険料負担金

基本給等＝前年度の（基本給＋諸手当＋超過勤務手当）×（１＋給与改

定率）

（注）１ 運営費交付金額には、中期期間中の常勤職員数の効率化減員分を反

映させる。

２ 消費者物価指数及び給与改定率については、運営状況等を勘案した

伸び率とする。ただし、運営状況等によっては、措置を行わないこと

も排除されない。

３ 平成１６年度のその他の業務経費、一般管理費及び人件費は、平成

１５年度予算（９月～３月）を平年度化した後、独立行政法人設立関

係経費を除外した経費とする。

［注記］前提条件

１ 期間中の効率化係数Ａを対前年度比９６．００％と推定。

２ 期間中の効率化係数Ｂを対前年度比９８．７８％と推定。

３ 給与改定率及び消費者物価指数の伸率については、ともに０％と推定。

［収入支出予算の弾力条項］

農業者年金事業給付費又は特例付加年金受給権者経理へ繰入の支出予算に

不足を生じたときは、当該不足額を限度として農業者年金事業給付費又は特

例付加年金受給権者経理へ繰入の支出予算の額を増額することができる。
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平成１５年度～平成１９年度予算 農業者老齢年金等勘定

（ ）単位：百万円

区 別 金 額

収入

４，５４３運営費交付金

７７，２８６保険料収入

８３４運用収入

農業者老齢年金被保険者経理より ９１７

受入

８諸収入

８３，５８８計

支出

６，５３３業務経費

１，３０５うち 農業者年金事業給付費

１，５８２還付金

農業者老齢年金受給権者経理 ９１７

へ繰入

２，７２９その他の業務経費

３４３一般管理費

１，４７８人件費

８，３５５計

［人件費の見積り］

期間中総額１，２５８百万円を支出する。

但し、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手

当に相当する範囲の費用である。

［運営費交付金の算定ルール］

１ 平成１５年度は、積み上げ方式とする。

２ 平成１６年度以降については、次の算定ルールを用いる。

運営費交付金額＝（一般管理費×α＋その他の業務経費×β）×γ
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＋人件費－諸収入±δ

α：効率化係数Ａ

β：効率化係数Ｂ

γ：消費者物価指数

δ：各年度の業務の状況に応じて増減する経費

人件費＝基本給等＋退職手当＋児童手当拠出金＋健康保険料負担金

＋厚生年金保険料負担金＋共済組合負担金＋労働保険料負担金

基本給等＝前年度の（基本給＋諸手当＋超過勤務手当）×（１＋給与改

定率）

（注）１ 運営費交付金額には、中期期間中の常勤職員数の効率化減員分を反

映させる。

２ 消費者物価指数及び給与改定率については、運営状況等を勘案した

伸び率とする。ただし、運営状況等によっては、措置を行わないこと

も排除されない。

３ 平成１６年度のその他の業務経費、一般管理費及び人件費は、平成

１５年度予算（９月～３月）を平年度化した後、独立行政法人設立関

係経費を除外した経費とする。

［注記］前提条件

１ 期間中の効率化係数Ａを対前年度比９６．００％と推定。

２ 期間中の効率化係数Ｂを対前年度比９８．７８％と推定。

３ 給与改定率及び消費者物価指数の伸率については、ともに０％と推定。

［収入支出予算の弾力条項］

１ 農業者年金事業給付費又は農業者老齢年金受給権者経理へ繰入の支出予

算に不足を生じたときは、当該不足額を限度として農業者年金事業給付費

又は農業者老齢年金受給権者経理へ繰入の支出予算の額を増額することが

できる。

２ 保険料収入の過誤納の還付が支出予算に比して増加するときは、その増

加する金額を限度として保険料還付金の支出予算の額を増額することがで

きる。



- 7 -

平成１５年度～平成１９年度予算 旧年金勘定

（ ）単位：百万円

区 別 金 額

収入

１０，４１１運営費交付金

６７５，３２８国庫負担金

１９２，１１４借入金

２保険料収入

２，１７２貸付金利息

農地売買貸借等勘定より償還金 ５，９５１

１，２７０旧年金経理より受入

１６諸収入

８８７，２６５計

支出

８２７，７１０業務経費

８１７，７３９うち 旧年金等給付費

５１２還付金

年金事業相談等活動費 １，０２１

旧年金業務経理へ繰入 １，２７０

７，１６８その他の業務経費

５６，０４７借入償還金

１，６８８一般管理費

１，８２１人件費

８８７，２６５計

［人件費の見積り］

期間中総額１，５６０百万円を支出する。

但し、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手

当に相当する範囲の費用である。

［運営費交付金の算定ルール］
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１ 平成１５年度は、積み上げ方式とする。

２ 平成１６年度以降については、次の算定ルールを用いる。

運営費交付金額＝（一般管理費×α＋その他の業務経費×β）×γ

＋人件費－諸収入±δ

α：効率化係数Ａ

β：効率化係数Ｂ

γ：消費者物価指数

δ：各年度の業務の状況に応じて増減する経費

人件費＝基本給等＋退職手当＋児童手当拠出金＋健康保険料負担金

＋厚生年金保険料負担金＋共済組合負担金＋労働保険料負担金

基本給等＝前年度の（基本給＋諸手当＋超過勤務手当）×（１＋給与改

定率）

（注）１ 運営費交付金額には、中期期間中の常勤職員数の効率化減員分を反

映させる。

２ 消費者物価指数及び給与改定率については、運営状況等を勘案した

伸び率とする。ただし、運営状況等によっては、措置を行わないこと

も排除されない。

３ 平成１６年度のその他の業務経費、一般管理費及び人件費は、平成

１５年度予算（９月～３月）を平年度化した後、独立行政法人設立関

係経費を除外した経費とする。

［注記］前提条件

１ 期間中の効率化係数Ａを対前年度比９６．００％と推定。

２ 期間中の効率化係数Ｂを対前年度比９８．７８％と推定。

３ 給与改定率及び消費者物価指数の伸率については、ともに０％と推定。

［借入金］

借入金は、独立行政法人農業者年金基金法附則第１７条第１項及び第２項

により、旧給付に要する費用に係る国庫負担の平準化を図るため、農林水産

大臣の要請に基づき行うものであり、独立行政法人農業者年金基金法附則第

１７条第４項により、借入金に係る債務の償還及び当該債務に係る利子の支

払いに要する費用は、国庫が負担することとなっている。

なお、農業者年金基金より承継された借入金についても、独立行政法人農

業者年金基金法附則第５条により国庫が負担することとなっている。
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［収入支出予算の弾力条項］

１ 農地売買貸借等勘定より償還金の収入金額がこの予算において定める金

額に比して増加するときは、当該増加額を限度として旧年金等給付費の支

出予算に不足を生じた場合に旧年金等給付費の支出予算の額を増額するこ

とができる。

２ 農地売買貸借等勘定より償還金の収入金額がこの予算において定める金

額に比して増加するときは、当該増加額を限度として保険料収入の過誤納

の還付が支出予算に比して増加する場合に保険料還付金の支出予算の額を

増額することができる。
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平成１５年度～平成１９年度予算 農地売買貸借等勘定

（ ）単位：百万円

区 別 金 額

収入

７６２運営費交付金

８８３政府補給金

１，２８９貸付金利息

５，９５１農地売渡代金等収入

８４諸収入

８，９７０計

支出

８，５１０業務経費

５，９５１うち 旧年金勘定への償還金

２，１７２旧年金勘定への支払利息

３８６その他の業務経費

２８５一般管理費

１７５人件費

８，９７０計

［人件費の見積り］

期間中総額１５４百万円を支出する。

但し、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手

当に相当する範囲の費用である。

［運営費交付金の算定ルール］

１ 平成１５年度は、積み上げ方式とする。

２ 平成１６年度以降については、次の算定ルールを用いる。

運営費交付金額＝（一般管理費×α＋その他の業務経費×β）×γ

＋人件費－諸収入±δ

α：効率化係数Ａ

β：効率化係数Ｂ
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γ：消費者物価指数

δ：各年度の業務の状況に応じて増減する経費

人件費＝基本給等＋退職手当＋児童手当拠出金＋健康保険料負担金

＋厚生年金保険料負担金＋共済組合負担金＋労働保険料負担金

基本給等＝前年度の（基本給＋諸手当＋超過勤務手当）×（１＋給与改

定率）

（注）１ 運営費交付金額には、中期期間中の常勤職員数の効率化減員分を反

映させる。

２ 消費者物価指数及び給与改定率については、運営状況等を勘案した

伸び率とする。ただし、運営状況等によっては、措置を行わないこと

も排除されない。

３ 平成１６年度のその他の業務経費、一般管理費及び人件費は、平成

１５年度予算（９月～３月）を平年度化した後、独立行政法人設立関

係経費を除外した経費とする。

［注記］前提条件

１ 期間中の効率化係数Ａを対前年度比９６．００％と推定。

２ 期間中の効率化係数Ｂを対前年度比９８．７８％と推定。

３ 給与改定率及び消費者物価指数の伸率については、ともに０％と推定。

［収入支出予算の弾力条項］

農地売渡代金等収入及び貸付金利息又は農地売渡業務等円滑化対策補給金

の収入金額が、この予算において定める金額に比して増加するときは、当該

増加額を限度として旧年金勘定への償還金及び旧年金勘定への支払利息の支

出予算の額を増額することができる。
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収支計画

平成１５年度～平成１９年度収支計画 総 括

（ ）単位：百万円

区 別 金 額

費用の部 ９３５，３８６

経常費用 ８８６，９３４

人件費 ４，２３３

業務費 ７８５，８６３

一般管理費 ２，５１４

減価償却費 １５５

給付準備金繰入 ９４，１７０

財務費用 ４８，４５２

臨時損失 ０

収益の部 ９２９，４３３

運営費交付金収益 １８，２４８

国庫補助金収入 １７，２８６

国庫負担金収入 ６７５，３２８

補給金収入 ８８３政府

財源措置予定額収益 １３６，０６７

保険料収入 ７５，８８０

運用収入 ４，１８５

貸付金利息収入 １，２８９

その他の収入 １１２

資産見返運営費交付金戻入 １５５

臨時利益 ０

純損失 △５，９５４

目的積立金取崩額 ０

総損失 △５，９５４

［注記］１ 当法人における退職手当については、独立行政法人農業者年金基

金役員退職手当支給規程及び独立行政法人農業者年金基金職員退職

、 、手当支給規程に基づいて支給することとなるが その全額について

運営費交付金を財源とするものと想定している。
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２ 当法人における年金債務のうち厚生年金基金から支給される年金

給付について、当該厚生年金基金に払い込むべき掛金及び当該積立

不足額の解消に係る費用については、その全額について、運営費交

付金を財源とするものと想定している。
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平成１５年度～平成１９年度収支計画 特例付加年金勘定

（ ）単位：百万円

区 別 金 額

費用の部 ２０，５３５

経常費用 ２０，５３５

人件費 ７５９

業務費 １，６２８

一般管理費 １９７

減価償却費 １８

給付準備金繰入 １７，９３２

財務費用 ０

臨時損失 ０

収益の部 ２０，５３５

運営費交付金収益 ２，５３２

国庫補助金収入 １７，２８６

運用収入 ６９５

その他の収入 ４

資産見返運営費交付金戻入 １８

臨時利益 ０

純利益 ０

目的積立金取崩額 ０

総利益 ０

［注記］１ 当法人における退職手当については、独立行政法人農業者年金基

金役員退職手当支給規程及び独立行政法人農業者年金基金職員退職

、 、手当支給規程に基づいて支給することとなるが その全額について

運営費交付金を財源とするものと想定している。

２ 当法人における年金債務のうち厚生年金基金から支給される年金

給付について、当該厚生年金基金に払い込むべき掛金及び当該積立

不足額の解消に係る費用については、その全額について、運営費交

付金を財源とするものと想定している。
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平成１５年度～平成１９年度収支計画 農業者老齢年金等勘定

（ ）単位：百万円

区 別 金 額

費用の部 ８３，９３８

経常費用 ８３，９３８

人件費 １，４７８

業務費 ５，８６１

一般管理費 ３４３

減価償却費 １８

給付準備金繰入 ７６，２３７

財務費用 ０

臨時損失 ０

収益の部 ８３，９３８

運営費交付金収益 ４，５４３

保険料収入 ７５，８８０

運用収入 ３，４９０

その他の収入 ８

資産見返運営費交付金戻入 １８

臨時利益 ０

純利益 ０

目的積立金取崩額 ０

総利益 ０

［注記］１ 当法人における退職手当については、独立行政法人農業者年金基

金役員退職手当支給規程及び独立行政法人農業者年金基金職員退職

、 、手当支給規程に基づいて支給することとなるが その全額について

運営費交付金を財源とするものと想定している。

２ 当法人における年金債務のうち厚生年金基金から支給される年金

給付について、当該厚生年金基金に払い込むべき掛金及び当該積立

不足額の解消に係る費用については、その全額について、運営費交

付金を財源とするものと想定している。
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平成１５年度～平成１９年度収支計画 旧年金勘定

（ ）単位：百万円

区 別 金 額

費用の部 ８３０，０４６

経常費用 ７８１，５９４

人件費 １，８２１

業務費 ７７７，９８７

一般管理費 １，６８８

減価償却費 ９８

財務費用 ４８，４５２

臨時損失 ０

収益の部 ８２４，０９２

運営費交付金収益 １０，４１１

国庫負担金収入 ６７５，３２８

財源措置予定額収益 １３６，０６７

貸付金利息収入 ２，１７２

その他の収入 １６

資産見返運営費交付金戻入 ９８

臨時利益 ０

純損失 △５，９５４

目的積立金取崩額 ０

総損失 △５，９５４

［注記］１ 当法人における退職手当については、独立行政法人農業者年金基

金役員退職手当支給規程及び独立行政法人農業者年金基金職員退職

、 、手当支給規程に基づいて支給することとなるが その全額について

運営費交付金を財源とするものと想定している。

２ 当法人における年金債務のうち厚生年金基金から支給される年金

給付について、当該厚生年金基金に払い込むべき掛金及び当該積立

不足額の解消に係る費用については、その全額について、運営費交

付金を財源とするものと想定している。
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平成１５年度～平成１９年度収支計画 農地売買貸借等勘定

（ ）単位：百万円

区 別 金 額

費用の部 ３，０４０

経常費用 ８６８

人件費 １７５

業務費 ３８６

一般管理費 ２８５

減価償却費 ２１

財務費用 ２，１７２

臨時損失 ０

収益の部 ３，０４０

運営費交付金収益 ７６２

補給金収入 ８８３政府

貸付金利息収入 １，２８９

その他の収入 ８４

資産見返運営費交付金戻入 ２１

臨時利益 ０

純利益 ０

目的積立金取崩額 ０

総利益 ０

［注記］１ 当法人における退職手当については、独立行政法人農業者年金基

金役員退職手当支給規程及び独立行政法人農業者年金基金職員退職

、 、手当支給規程に基づいて支給することとなるが その全額について

運営費交付金を財源とするものと想定している。

２ 当法人における年金債務のうち厚生年金基金から支給される年金

給付について、当該厚生年金基金に払い込むべき掛金及び当該積立

不足額の解消に係る費用については、その全額について、運営費交

付金を財源とするものと想定している。
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平成１５年度～平成１９年度資金計画 総 括

（ ）単位：百万円

区 別 金 額

９８９，４９５資金支出

８４０，７６９業務活動による支出

９２，６８０投資活動による支出

５６，０４７財務活動による支出

０次期中期目標期間繰越金

９８９，４９５資金収入

７９７，３８１業務活動による収入

１８，２４８運営費交付金による収入

６９３，４９７補助金等による収入

７７，２８８保険料収入

９９５運用による収入

５，９５１農地売渡代金等収入

貸付金利息収入 １，２８９

１１２その他の収入

０投資活動による収入

財務活動による収入

１９２，１１４借入金による収入
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平成１５年度～平成１９年度資金計画 特例付加年金勘定

（ ）単位：百万円

区 別 金 額

１９，９８３資金支出

２，５３６業務活動による支出

１７，４４６投資活動による支出

０財務活動による支出

０次期中期目標期間繰越金

１９，９８３資金収入

１９，９８３業務活動による収入

２，５３２運営費交付金による収入

１７，２８６補助金等による収入

１６０運用による収入

４その他の収入

０投資活動による収入

０財務活動による収入
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平成１５年度～平成１９年度資金計画 農業者老齢年金等勘定

（ ）単位：百万円

区 別 金 額

８２，６７１資金支出

７，４３８業務活動による支出

７５，２３３投資活動による支出

０財務活動による支出

０次期中期目標期間繰越金

８２，６７１資金収入

８２，６７１業務活動による収入

４，５４３運営費交付金による収入

７７，２８６保険料収入

８３４運用による収入

８その他の収入

０投資活動による収入

０財務活動による収入
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平成１５年度～平成１９年度資金計画 旧年金勘定

（ ）単位：百万円

区 別 金 額

８８５，９９５資金支出

８２９，９４８業務活動による支出

０投資活動による支出

５６，０４７財務活動による支出

０次期中期目標期間繰越金

８８５，９９５資金収入

６８７，９３０業務活動による収入

１０，４１１運営費交付金による収入

補助金等 ６７５，３２８による収入

２保険料収入

貸付金利息収入 ２，１７２

１６その他の収入

５，９５１投資活動による収入

財務活動による収入

１９２，１１４借入金による収入
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平成１５年度～平成１９年度資金計画 農地売買貸借等勘定

（ ）単位：百万円

区 別 金 額

８，９７０資金支出

３，０１９業務活動による支出

０投資活動による支出

５，９５１財務活動による支出

０次期中期目標期間繰越金

８，９７０資金収入

８，９７０業務活動による収入

７６２運営費交付金による収入

８８３補助金等による収入

５，９５１農地売渡代金等収入

貸付金利息収入 １，２８９

８４その他の収入

０投資活動による収入

０財務活動による収入


